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研究内容について

「電力セクターの脱炭素化(＝再生可能エネルギーの大量導入)と市場化」
① 再生可能エネルギー固定価格買取制度(FIT)や市場プレミアム制度(FIP)のような再エネ導入促進のための

政策手段の分析
② 電力システム改革、卸電力市場、容量市場、調整市場、非化石価値取引市場、ベースロード電源市場など、

電力に関する市場の分析
③ 電力系統の制約問題(送配電線や変電設備の容量)と最適な系統増強、系統運営のあり方について

「分散型経済発展モデルの構築」

「日本が技術革新と産業構造転換により、脱炭素化を図りつつ経済成長を遂げる経路を
見出すこと」「それを誘導する適切な政策手段を設計すること」

部門A

第1班：英国の独立研究機関Cambridge Econometrics と協力して、E3ME-Asiaマクロ計量経済モデルを用い、脱炭素化が経済
成長をもたらす可能性を定量的に評価。

第2班：第1班と連動しつつ、気候変動政策手段の導入が、産業構造転換やイノベーション誘発に与える影響を、ミクロ経済次
元で実証分析。

第3班：北米、欧州、中国・韓国、オーストラリア等のカーボンプライシング(CP)について、現地調査を通じて政治経済学的視点
からその設計と動態を解明し、日本のCP設計のあり方を提言。

部門B

部門C

脱炭素化や再エネの大量導入が、分散型電力システムの構築に繋がり、それが地域活性化を実現する方途を見出すこと
を目的とする



住宅・建築物の省エネ・断熱・創エネ
が焦点に

• 2021年4月：「脱炭素社会に向けた住宅・建築物の省エネ対
策等のあり方検討会」(以下、「あり方検討会」)立ち上げ

• 最大の論点の1つが、住宅への太陽光発電設備設置義務化
の導入。小泉進次郎環境大臣も強い意欲

• 河野太郎行政改革担当大臣「再生可能エネルギー等に関す
る規制等の総点検タスクフォース」によるレビュー

• 結論的には、太陽光発電設備の設置義務化は見送りの公
算大(「あり方検討会第５回会合資料２「あり方・進め方(案)」)

➤「本検討会においても、太陽光発電設備の設置については、その早期の設置義

務化や設置義務化の方針の明確化を求める指摘があった一方で、次のような課

題が指摘されたことも踏まえ、2050 年において設置が合理的な住宅・建築物に

は太陽光発電設備が設置されていることが一般的となることを目指し、太陽光発

電設備設置の促進のための取組を進めること」(「あり方・進め方(案)」８頁)



脱炭素化に再エネはどれほど必要か



「2030年GHG2013年比46％削減」をど
う達成するか

• 自然エネルギー財団、ラッペーンランタ大学
（フィンランド）、アゴラ・エネルギーヴェンデ
(2021) の研究
➤2050年にカーボンニュートラルを最小コストで実現する経
路をモデル試算

➤2030年に45％削減を実現(「46％削減」目標の参考値)

• 削減戦略の肝となるのはエネルギー転換
(電力)部門
➤ 2030年時点の必要削減量のうち最大の約50％を担う
➤約22％を運輸部門、約19％を業務部門、約7％を産業部
門が担う



太陽光が主役に

• 石炭火力発電を段階的に縮小、2030年までに
全廃、代わって再エネは少なくとも発電総量の
40％に増加

• 太陽光発電の設備容量は倍増以上、風力発電
の設備容量は６倍以上に達する必要

• 太陽光発電を急速に伸ばす上でカギを握るのが
「プロシューマ―」(工場、ビル、そして住宅の屋
根に太陽光パネルを設置し、その電力を自家消
費しつつ、余剰電力は電力系統を通じて売却す
る企業や人々)



脱炭素化のための財源調達とその
経済影響

～京大再エネ講座と英国ケンブリッジエコノメトリクスとの共
同研究の成果～



日本経済と気候変動政策に関する
レファレンスシナリオ（1）

• 日本エネルギー経済研究所の「IEEJ OUTLOOK2021」にお
けるレファレンスシナリオを採用

• 2050年に向けて日本経済は年率平均0.7％で成長、2050
年に最終エネルギー消費は2018年比で20.8％減少するも
のの、発電量は逆に3.0％上昇し、エネルギー起源CO2排
出量は31.7％減少する

• 2050年カーボンニュートラルに向けた「政策シナリオ」とし
て、炭素税導入を想定

• 税率は2021年の50米ドル(約5,500円)／CO2・tから比例的
に上昇し、2040年には400米ドル(約44,000円)／CO2・tに
到達、そこから2050年までは同水準に維持される

• 税収は税収中立を維持するように低炭素投資、再生可能
エネルギー固定価格買取制度、火力発電フェーズアウト
にともなって発生する費用に充当すると想定



日本経済と気候変動政策に関する
レファレンスシナリオ（２）

• 発電部門では、原発に関して2つの政策シナリオを設定
【１】「IEEJ OUTLOOK2021」に沿って原発比率が2018年の6.2％から2050年

の13％へと拡大するシナリオ(「原発あり」シナリオ)
【２】2018年以降原発の新規建設は行われず、2040年までに順次廃止さ

れるシナリオ(「原発なし」シナリオ)
• 再エネについては、太陽光はFIT適用しないが、風力とバ

イオマス発電については2035年まで引き続きFIT適用が行
われるものと想定

• 交通部門では2035年以降、ガソリン・ディーゼル車の販売
が禁止される一方、電気自動車については2025年まで車
両購入補助金が維持されると想定

• 産業部門では、鉄鋼部門のみ2050年までに高炉からの排
出がゼロになると想定



【出所】李秀澈ほか(2021)，「日本の2050年カーボンニュートラルの実現がエネルギー構成
及びマクロ経済へ与える影響分析- E3ME マクロ計量経済モデルを用いた分析-」京都大学
再生可能エネルギー講座ディスカッションペーパー，No.32, 15頁．
(http://www.econ.kyoto-u.ac.jp/renewable_energy/stage2/contents/dp032.html）．

http://www.econ.kyoto-u.ac.jp/renewable_energy/stage2/contents/dp032.html


【出所】同上，16頁．



【出所】同上，17頁．



【出所】同上，18頁．



【出所】同上，19頁．



【出所】同上，19頁．



分析結果
炭素税導入による炭素中立化で、GDPはそうでない場合より3.0～4.5％上昇

図 1 2050 年カーボンニュートラル達成における GDP の経路 

 
［出所］李秀澈ほか(2021)，21 頁，図 12． 



なぜこうなるのか？

• 炭素税が脱炭素化投資を誘発する

• 雇用拡大による賃金上昇が消費を刺激、その効果が
エネルギーコスト上昇による消費抑制効果を上回る

• 化石燃料の輸入が抑えられることで貿易収支が改善

• しかも驚くべきことに、「原発なし」シナリオ(図の
NZ_noNC)の方が、「原発あり」シナリオ(図のNZ)よりも
高い成長率を達成するとの結果

• これは、原発の代替電源としての再エネによる発電コ
ストが十分に下がるほか、原発フェーズアウトによる
投資縮小効果を、再エネ拡大による投資拡大効果が
上回るため



経済産業省総合エネルギー調査会資
料によれば・・・

• 太陽光と風力発電以外の再エネ電源(地熱、水力、バイオ
マス)を2030年までにほぼ横ばいか微増

• 【現行の政策を継続する「努力継続」シナリオ】2030年に現
状(稼働済み設備＋既認定未稼働設備の稼働)比で再エ
ネ発電電力総量は14％増加

➤太陽光で19％、陸上風力は48％、そして洋上風力はなんと240％も増加

• 【現行の政策を強化する「政策強化」シナリオ】再エネ発電
電力総量は約22％増(＋太陽光発電のさらなる検討)

➤ただし、陸上風力は70％増、洋上風力はなんと530％増

• 目標に近づくには、「更なる検討が必要」とされる太陽光発
電が重要

➤洋上風力の本格的な拡大は、2030年以降と見込まれている
➤平地が少なく人口稠密な日本でメガソーラーを展開する余地は減少しており、日本
の太陽光導入容量は平地面積あたりで主要国最大、ドイツの2倍に達している



【出所】資源エネルギー庁総合エネルギー調査会省エネルギー・新エネルギー分科会／
電力・ガス事業分科会再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会
第31回資料2「2030年における再生可能エネルギーについて」
(https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/saisei_kano/pdf/031_02_00.pdf)

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/saisei_kano/pdf/031_02_00.pdf


【出所】前頁スライドに同じ．



大量かつ迅速に導入可能なのは・・・

• 太陽光発電で潜在的に拡大余地が大きいの
は、住宅・建築物等の屋根に設置する太陽光
発電と、農地で展開される営農型太陽光発
電(ソーラーシェアリング)

• 「あり方検討会」第1回会合の環境省資料
➤太陽光発電の導入ポテンシャル(設備容量)は再エ
ネ全体の約6割超、経済性を考慮しても約4割弱と非
常に大きい

➤住宅・建築物への太陽光設置義務化はしたがって、
このポテンシャルを実現化する政策手法



【出所】脱炭素社会に向けた住宅・建築物の省エネ対策等のあり方検討会第1回資料３「環境省説明資
料」(https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/content/001400902.pdf)．

https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/content/001400902.pdf


【出所】総合資源エネルギー調査会省エネルギー・新エネルギー分科会/電力ガス事業分科
会再生可能エネルギー⼤量導⼊・次世代電力ネットワーク小委員会中間整理（第4次）2021

年10月22日，スライド7枚目
(https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/saisei_kano/20211022_report.html) ．

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/saisei_kano/20211022_report.html


住宅・建築物をめぐるエネルギー政策
の目標【パリ協定に基づく成長戦略としての長期戦略】

• 「新築の住宅・建築物について、2030年までに平均でエネ
ルギー消費量が正味でおおむねゼロ以下となる住宅・建
築物(ZEH・ZEB)を実現することを目指す」

➤ZEHとは、断熱性能向上・高効率な設備を導入することで省エネを進め、
それでもどうしても残るエネルギー使用については、再エネ(太陽光発電)
導入で自ら賄うことで、年間のエネルギー消費量収支をゼロとし、実質的
に温室効果ガスの排出をゼロにすることを目指した住宅

• しかし、国交省のZEH目標に再エネ目標は含まれていない
ことが判明(省エネ＋断熱の目標のみ)

• しかも現状では、300㎡以下の住宅については省エネ基準
の適合が義務化されていない

➤2019年の新築注文住宅に占めるZEHの割合はわずか2割超
➤ハウスメーカーは47.9％のZEH比率だが、一般工務店は8.6％と大きな開
き(⇒次ページスライド参照)



【出所】「あり方検討会」第1回会合国土交通省説明参考資料(「参考資料1」) 
(https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/content/001402197.pdf)スライド16枚目．

https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/content/001402197.pdf


何をなすべきか？

【1】 省エネ基準の適合義務化

【2】基準そのものが国際比較でみて非常に甘

いため、その段階的引き上げが必要

【3】 省エネ性能表示の義務化

【4】 ZEHの普及拡大

【5】一般工務店をはじめ人材のスキル向上
➤2030年までに新築住宅に関してZEHを義務化することが必要

であり、そのためにも一方で「省エネ基準の深掘り」を進めつ

つ、他方で「太陽光パネルの義務化」を進めていくことが必要



なぜ太陽光発電の義務化が難しいのか

• 設置義務化が住宅価格の上昇をもたらし、消費者
に受け入れられないという論拠

• 建築事務所や一般工務店の半数近くが住宅の一次
エネルギー消費性能や外皮性能についての計算が
できないため、住宅の省エネ基準適合性を確認でき
ない、という論拠

• 省エネ基準の適合義務化と今後の基準引き上げに
今後、付いてくるのが難しい中小工務店・建築士に
は、そのスキルを向上させる研修機会を提供したり、
簡易計算ソフトを開発して彼らが容易に計算を実行
できるよう支援する必要
➤だが、そのことを理由にして、日本の住宅政策を停滞させる
ことは避けねばならない



投資回収は十分可能

【出所】「あり方検討会」第1回会合国土交通省説明参考資料(「参考資料1」) 
(https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/content/001402197.pdf)スライド33枚目．

https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/content/001402197.pdf


【出所】「あり方検討会」第1回会合国土交通省説明参考資料(「資料5」) 
(https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/content/001400905.pdf)スライド7枚目．

https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/content/001400905.pdf


【出所】「あり方検討会」第1回会合国土交通省説明参考資料(「資料5」) 
(https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/content/001400905.pdf)スライド８枚目．

https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/content/001400905.pdf


今後の太陽光義務化と住宅産業の発
展のために

• 「あり方検討会」の「あり方・進め方(案)」では、住
宅への太陽光発電義務化は記載されず、見送ら
れることになった

• たしかに、今すぐの義務化は難しいかもしれない

• それならばドイツのように、将来時点での義務化
導入を決め、それをアナウンスすることで事業者
の対応を促すことはできないのか

• 2025年(遅くとも2030年)には義務化を導入する
と決めた上で、それまでの期間を課題克服と環
境整備のための準備期間とすべき



「義務化」の導入事例

• 2020年1月にカリフォルニア州が導入済み

• 国内では京都府・京都市が条例による再エネ義務化
という画期的な取り組みをすでに行っている

• 2020年4月から2000平米以上の住宅の建築主に対し
て導入された太陽光発電の義務付けは、21年4月か
らは300平米以上に対象の拡大

• これがもたらす住宅価格への影響、中小工務店への
影響等について政府は調査を行い、その結果を公表
するとともに課題の克服策を検討したうえで、将来の
全国レベルでの義務化に反映させるべき



京都府・京都市条例による建築物へ
の再エネ導入義務制度

京都府主催オンラインセミナー(2021年7月15日開催)資料より
https://www.pref.kyoto.jp/tikyu/news/documents/webinar_20210715_set.pdf

https://www.pref.kyoto.jp/tikyu/news/documents/webinar_20210715_set.pdf














東京都でも太陽光発電義務化を検討

• 小池知事、太陽光発電「新築住宅への設置義
務化を検討」(日経新聞2021年9月28日より)

• 東京都の小池百合子知事は28日、都内で新築する住宅
に太陽光発電設備の設置を義務づけることを検討する意
向を明らかにした。

• 義務づける建物の規模や面積、制度の開始時期などを今
後議論する。

• 都は都内の使用電力に占める再生可能エネルギー電力
の割合を30年までに50%に高める目標を掲げている。

• 都は現在、住宅に太陽光で発電した電気を蓄える蓄電池
を設置する際、機器費用の半額（上限42万円）を補助する
制度を導入している。



今後の住宅市場
～新規着工戸数の減少～

• 新築住宅への太陽光義務化を急がなければならないのは
今後、住宅の新規着工戸数が減少し続けるから

• 2020年度には81万戸だった新規着工戸数は、40年度には
46万戸と急速に減少との予測(野村総研)

• 新築住宅の質を高めても中古住宅の置き換えペースが鈍
り、旧基準の住宅が残り続けるために、住宅の省エネ機
能の刷新が行われにくくなる

• 将来的に、住宅産業にとっては量を追い求めるのではなく、
1戸あたりの価値をどう上げるかが課題

• 省エネ、断熱、創エネはまさに住宅の価値を引き上げるこ
とに寄与する。住宅改修は「コスト」だと言われるが、新築
市場が縮小する中では改修市場の重要性が高まる。省エ
ネ、断熱、創エネは改修を促す貴重な市場機会になるの
ではないだろうか



住宅関連産業の将来

• 将来的に住宅は、分散型エネルギーシステムの不可欠な
ピースになるだろう

• 太陽光発電、蓄電池、そして電気自動車の3点セットは、21
世紀の住宅に不可欠な設備になる

• それらを情報通信で結んでコミュニティでエネルギー生産／
消費の最適化を図るマネージメントシステムの導入も進む

• こうなると、ものづくり産業としての住宅産業の「サービス産
業化」が始まる

• 住宅エネルギーの自給による経済メリットをもたらし、脱炭素
化に寄与できるだけでなく、災害に対する強靭性を高める

• 住宅関連産業関係者による、こうした方向に向けた積極的な
取り組みと情報発信に期待したい



諸富徹編(2019)『入門 再生可能エネル
ギーと電力システム改革』日本評論社

序章再生可能エネルギーと電力システム改革
第1章電力市場の仕組み―北欧の電力市場

Nord Poolを例に
第2章柔軟な電力市場の構築―デンマークと
ドイツの電力市場制度の比較分析

第3章電力市場に分散型電力と柔軟性を
供給するVPP(バーチャル発電所)

第4章 EUにおける電力市場の統合と連系線
の活用

第5章送電線空容量問題の深層
第6章欧米の電力システム改革からの示唆
第7章電力系統安定化のための自律的消費
電力制御

第8章風力・太陽光発電大量導入による電力
需給バランス、2030年シナリオ



諸富徹編(2015)『電力システム改革と
再生可能エネルギー』日本評論社

序 章 電力システム改革と分散型電力システム 諸富徹

第１部 分散型電力システムのデザインと技術的課題

第１章 電力システムの計画経済型から市場経済型への移行
のための技術と制度設計 阿部力也

第２章 再エネ大量導入時代の送電網のあり方：ベースロード
電源は21世紀にふさわしいか？ 安田陽

第３章 分散型電源大量導入の技術的問題と対策 近藤潤次

第２部 分散型電力システムにおける市場設計の諸課題

第４章 ドイツにおけるキャパシティー・メカニズムの制度設計:
StrategicReserveとCapacity Marketを中心に 東愛子

第５章 欧米における容量市場の制度設計の課題 服部徹

第６章 電力系統の再構築とその費用負担原理 諸富徹

第７章 電力システム改革は電力業のパフォーマンスを改善するか
南部鶴彦

終 章 要約と結論、そして今後の研究へ向けての展望 諸富徹
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